
県以外の出資者
広島市（90,000千円、9.0％）、ヤマハ発動機株式会社（52,000千円、5.2％）
株式会社広島銀行（30,000千円、3.0％），マツダ株式会社（30,000千円、3.0％）
株式会社もみじ銀行（23,000千円、2.3％），株式会社中国新聞社（20,000千円、2.0％）　など15団体

設 立 目 的 広島県管理港湾施設の管理・運営を行う。

業 務 概 要

１　港湾施設、漁港施設、公共海岸及びこれらに準ずる又は付帯する公共施設等の維持管理及び運営
２　港湾施設、漁港施設及びこれらに準ずる又は付帯する施設等の整備、保有、賃貸、維持管理及び運営
３　国際拠点港湾広島港における埠頭群の運営
４　港湾施設の利用促進に寄与する集荷促進に関する業務　外

区　分 役職員数 備　考

常 務 取 締 役 福島　吉浩 常勤 常 勤 監 査 役 清水　和則 常勤

取 締 役 伊藤　敬一 監 査 役 吉岡　敬司

監 査 役 宮﨑　誠克

監 査 役 松本　智寛

常 務 取 締 役 山中　裕之 常勤 取 締 役 佐藤　浩之輔

常 務 取 締 役 縄谷　一久 常勤 取 締 役 内堀　達也

役　職 氏　　名 県職員である者 備考 役　職 氏　　名 県職員である者 備考

代表取締役社長 甲田　良憲 常勤 取 締 役 家尾谷　成宏

常 勤 職 員 数 ３０ 人 ２ 人 ２ 人 ２６ 人

非 常 勤 役 員 数 ９ 人 １ 人 ０ 人 ８ 人

県職員 元県職員 その他

うち県出資額

常 勤 役 員 数 ５ 人 ０ 人 ２ 人 ３ 人

基本財産等の額 １，０００，０００千円 ５１０，０００千円 県出資比率 ５１％

（２）役・職員の状況

出資法人経営状況説明書

１　法人の概要（令和７年６月23日現在）

（１）基本情報

法人の名称 (株)ひろしま港湾管理センター 所 管 課 土木建築局港湾振興課

所　在　地 広島市南区宇品海岸一丁目13番13号 設 立 登 記 平成２年４月２日

取 締 役

取 締 役

新村　貴史

西野　仁

土木建築局　空港港湾担当部長

（３）組織の概要

備　考
（コンテナターミナル運営部）

（企画統括部）

（港湾サービス部）
（港湾サービス部）

（常務監査役）
（常務監査役）

（マリーナ振興部）

システムアドバイザー （１名）

（４名）

（２名）

（１名）

（４名）

（４名）

（６名）

（４名）

（５名）管理チーム

企画統括チーム

担当

常務取締役

常務取締役

代表取締役社長

常務取締役

五日市FA
※営業推進チームと兼務

営業技術チーム

営業推進チーム

福山営業所・松山詰所

港営チーム



（１）事業計画 （単位：千円）

7 広島港出島地区上屋
（ＣＦＳ）運営事業

自主事業
[対象施設]広島港出島地区
[内容]上屋（ＣＦＳ）の運営

124,051 145,193 ▲ 21,142

31,6432,020,7452,052,388合　計

8 広島港港湾運営会社事業

広島県から港湾運営会社の指定を受けて行う事業
[対象施設]広島港国際コンテナターミナル、海田コンテナ
ターミナル
[内容]①コンテナ貨物の集貨促進に関する業務
　　　②コンテナターミナルの運営

9 その他業務
[対象施設]広島港国際コンテナターミナル他
[内容]広島港国際フェリーターミナル及び
　　　コンテナターミナルの自動販売機の運営

500,246

363

516,094

1,605

▲ 15,848

5 広島地域マリーナ施設管理
事業

広島県から指定を受けて行う指定管理事業
[対象施設]広島地域マリーナ施設
（五日市FA、廿日市BP、五日市PBS、坂PBS）
[内容]①施設等の利用に関する業務
　　　②施設等の維持及び修繕に関する業務
　　　③施設等の使用料の徴収及び収納に関する業務

194,880 169,274 25,606

6 広島港国際コンテナターミ
ナル荷役機械等共同化事業

自主事業
[対象施設]広島港国際コンテナターミナル
[内容]①荷役機械(トランスファークレーン)の賃貸
　　　②コンテナターミナル管理システムの導入

145,625 133,542 12,083

3 国際埠頭施設保安対策事業

広島県からの受託事業
[対象施設]広島港、福山港、尾道糸崎港のうち
国際埠頭施設
[内容]①ゲート管理業務
　　　②巡回業務
　　　③モニター監視・緊急時対応業務

249,075 204,078 44,997

4 広島観音マリーナ管理運営
事業

広島県から指定を受けて行う指定管理事業
[対象施設]広島観音マリーナ
[内容]①施設等の利用に関する業務
　　　②施設等の維持及び修繕に関する業務
　　　③施設等の使用料の徴収及び収納に関する業務

221,576 251,236 ▲ 29,660

1 一般港湾施設管理事業

広島県から指定を受けて行う指定管理事業
[対象施設]広島港、福山港、尾道糸崎港のうち
一般港湾施設
[内容]①施設等の利用に関する業務
　　　②施設等の維持及び修繕に関する業務
　　　③施設等の使用料の徴収に関する業務

573,923 564,084 9,839

2 国有港湾施設等管理事業

広島県からの受託事業
[対象施設]広島港、福山港、尾道糸崎港のうち
国有港湾施設
[内容]①施設等の利用に関する業務
　　　②施設等の維持及び修繕に関する業務
　　　③施設等の使用料の徴収に関する業務
　　　④施設等のヒアリ対策に関する業務

42,650 35,639 7,011

２　令和７年度事業計画

事業名 事業内容 令和７年度 令和６年度 増　減

▲ 1,242



■　自主事業の経過　

（２）予算書 （単位：千円）

当期純利益⑬＝⑩-⑪+⑫ 31,683 ▲ 36,926 68,609

法人税等⑪ 0 0 0

法人税等調整額⑫ 0 0 0

特別損失⑨ 0 0 0

税金等調整前当期純利益⑩＝⑦+⑧-⑨ 31,683 ▲ 36,926 68,609

31,683 ▲ 36,926 68,609経常利益（損失）⑦＝④+⑤-⑥

特別利益⑧ 0 0 0

営業利益（損失）④＝①-②-③ 32,958 ▲ 31,666 64,624

営業外収益⑤ 9,443 7,987 1,456 有価証券利息の増

営業外費用⑥ 10,718 13,247 ▲ 2,529 リース利息の減少

売上高① 2,074,628 1,975,832 98,796

港湾ｻｰﾋﾞｽ部
…SOLAS受託業務収入増
ｺﾝﾃﾅﾀｰﾐﾅﾙ運営部
…RTG投資による売上増
ﾏﾘｰﾅ振興部
…五日市FAﾋﾞｼﾞﾀｰ係船利用増

■指定管理事業の状況

区　分 現　在

１　一般港湾施設 期間：令和6～10年度（5年間）
候補者の選定：非公募

２　広島観音マリーナ 期間：平成28～令和7年度（10年間）
候補者の選定：非公募

３　広島地域施設マリーナ 期間：平成28～令和7年度（10年間）
候補者の選定：公募

　平成29年4月から広島港国際コンテナターミナル（荷捌地を除く）及び海田コンテナターミナルの管理業務が、指定管理事業から広島
港港湾運営会社事業に移行した。

　平成29年4月からその他業務のうち、広島港国際コンテナターミナルの荷捌地の管理業務が広島港港湾運営会社事業に移行した。

売上原価② 1,804,252 1,785,881 18,371

港湾ｻｰﾋﾞｽ部
…県受託業務及び修繕費増
ｺﾝﾃﾅﾀｰﾐﾅﾙ運営部
…RTG投資による減価償却増
ﾏﾘｰﾅ振興部
…地域ﾏﾘｰﾅの桟橋修繕及びﾌﾛｰﾄ交
換

販売費・一般管理費③ 237,418

 【特記事項】

区　分 令和７年度 令和６年度 増　減 主な増減理由

221,617 15,801
各部…人件費の上昇
ﾏﾘｰﾅ振興部…管理職１名増



３　令和６年度事業報告

（１）事業報告 （単位：千円）

※　端数調整により合計が一致しない場合がある。

（２）損益計算書 （単位：千円）

※　端数調整により合計が一致しない場合がある。

・　国有港湾施設等管理事業については、令和６年度からベイサイドビーチ坂の管理業務が坂町に移管となったため、
　大幅な減少となった。
・　広島観音マリーナ管理運営事業については、サミット開催に伴う、Ｂバースの大規模修繕の実施（令和５年度）による。
・　広島港国際コンテナターミナル荷役機械等共同化事業については、ＲＴＧ（タイヤ式門型クレーン）設備投資による
　減価償却及び修繕費の増加による。

当期純利益（損失）⑬＝⑩-⑪+⑫ 24,495 10,323 14,172

法人税等⑪ 14,344 10,796 3,548

法人税等調整額⑫ ▲ 3,380 ▲ 3,940 560

特別損失⑨ 54 5,274 ▲ 5,220
令和５年度　マリーナC：固定資産除却
損

税金等調整前当期純利益⑩＝⑦+⑧-⑨ 35,459 17,179 18,280

35,376 22,406 12,970

91

営業外費用⑥ 12,003 33,462 ▲ 21,459
令和５年度ガントリークレーン修繕（保
険対応分）

経常利益（損失）⑦＝④+⑤-⑥

特別利益⑧ 137 46

20,797

▲ 29,286

営業利益（損失）④＝①-②-③ 37,416 16,619

営業外収益⑤ 9,963 39,249
令和５年度ガントリークレーン保険金
受領

増　減 主な増減理由

売上高① 2,008,332 2,270,051 ▲ 261,719 観音マリーナBバース受託業務の終了

売上原価② 1,747,618 2,036,039 ▲ 288,421 観音マリーナBバース受託業務の終了

販売費・一般管理費③ 223,298 217,392 5,906 人件費の上昇

7 広島港出島地区上屋
　（ＣＦＳ）運営事業

自主事業として広島港出島地区において上屋（ＣＦＳ）の
賃貸を行った。

127,375 126,938 437

合　計 1,982,973 2,297,867 ▲ 293,358

8 広島港港湾運営会社事業

9 その他業務

広島県から港湾運営会社として指定を受けている広島港の
コンテナターミナルの管理運営を行った。

広島港国際フェリーターミナル及びコンテナターミナルの
自動販売機の運営を行った。

487,870

661

508,753

1,315

▲ 20,883

▲ 654

5 広島地域マリーナ施設管理
事業

広島県から指定管理者として指定を受けている五日市漁港
フィッシャリーナ及びＰＢＳ施設等の管理を行った。

187,848 173,816 14,032

6 広島港国際コンテナターミ
ナル荷役機械等共同化事業

自主事業として広島港国際コンテナターミナルにおいて荷
役機械（トランスファークレーン）の賃貸及びコンテナター
ミナル管理システムの運用を行った。

146,949 116,751 30,198

3 国際埠頭施設保安対策事業 　広島県から委託を受けて、国際ふ頭保安対策を行った。 224,915 211,052 13,863

4 広島観音マリーナ管理運営
事業

広島県から指定管理者として指定を受けている広島観音マ
リーナの管理運営を行った。

229,261 521,833 ▲ 292,572

1 一般港湾施設管理事業
広島県から指定管理者として指定を受けている一般港湾施

設の管理を行った。
548,600 558,505 ▲ 9,905

2 国有港湾施設等管理事業
広島県から委託を受けて、国有港湾施設の管理やヒアリ対

策等を行った。
29,493 78,904 ▲ 49,411

事業名 事業内容 令和６年度 令和５年度 増　減

 【特記事項】

区　分 令和６年度 令和５年度



（３）貸借対照表 （単位：千円）

※　端数調整により合計が一致しない場合がある。

（４）株主資本等変動計算書 （単位：千円）

※　端数調整により合計が一致しない場合がある。

（５）県からの財政的支援 （単位：千円）

※　端数調整により合計が一致しない場合がある。

流動負債：未払金減
固定負債：コンテナターミナルオペレー
ションシステム更新

委託料…一般港湾施設管理、国有港湾施設管理、国際埠頭施設保安対策、五日市・廿日市地区総括航行安全管理、クルージングコンシェル
ジュ（プレジャーボート等のビジター来訪者向け）

令和７年度においても黒字を見込んでいるが、継続的に黒字を確保できる企業にすべく、ＲＯＳ（売上高経常利益率）３％の確保やコスト
改善、自主事業の強化を図る等の施策を実行していく。

損失補償契約に係る債務残高 0 0 0

 【県の財政的支援の目的・内容等】

（６）経営健全化計画の推進状況など特記事項

0 0

その他（追加出資等） 0 0 0

合　計 815,391 1,130,512 ▲ 315,121

借入金残高（期末残高） 0 0 0

債務保証額（期末残高） 0

資産

有価証券、ＲＴＧの大規模設備投資に
よる現預金減

負債

委託料 815,391 1,128,047 ▲ 312,656 観音マリーナBバース受託業務の終了に伴う減

貸付金 0 0 0

区　分 令和６年度 令和５年度 増　減 主な増減理由

補助金等 0 2,464 ▲ 2,464

0 0 0

純資産合計⑥＝④+⑤ 1,449,122 1,424,627 24,495

株主資本合計④＝①+②+③

利益準備金

圧縮積立金

繰越利益剰余金

評価・換算差額等⑤

0

449,122

1,449,122

0

0

424,627

1,424,627

利益剰余金

計③ 449,122

資本金① 1,000,000 1,000,000 0

資本余剰金② 0 0 0

負債・純資産合計 2,529,727 2,616,911 ▲ 87,184

区　分 令和６年度 令和５年度 増　減 主な増減理由

純
資
産

         　　計　 1,449,122 1,424,627 24,495

1,000,000 1,000,000 0

余剰金（累積欠損金等） 449,122 424,627 24,495

評価・換算差額等 0 0 0

資本金

流動資産 1,125,126 1,502,648 ▲ 377,522

固定資産 1,114,677 1,114,263 414

資　産　　計 2,529,727 2,616,911 ▲ 87,184

繰延資産 0

流動負債 459,706 609,801 ▲ 150,095

固定負債

区　分 令和６年度末 令和５年度末 増　減 主な増減理由

620,899 582,483 38,416

負　債　　計　　 1,080,605 1,192,284 ▲ 111,679

0

0

24,495

24,495

0

424,627 24,495

0 0



（単位：千円）

科　　目 令和６年度決算 A 令和５年度決算 B 増　減 A-B 備考

１　売上高 2,008,332 2,270,051 ▲ 261,719

２　売上原価 1,747,618 2,036,039 ▲ 288,421

　　　売上総利益 260,715 234,011 26,704

３　販売費及び一般管理費 223,298 217,392 5,906

　　　人件費 113,180 105,917 7,263

　　　事務費 31,081 32,313 ▲ 1,232

　　　業務委託費 25,693 23,052 2,641

　　　広告宣伝費 2,063 3,407 ▲ 1,344

　　　施設管理費 190 190 0

　　　減価償却費 26,016 27,459 ▲ 1,443

　　　租税公課 25,077 25,052 25

４　営業利益 37,416 16,619 20,797

５　営業外収益 9,963 39,249 ▲ 29,286

　　　受取利息及び配当金 1,100 620 480

　　　その他営業外収益 8,862 38,628 ▲ 29,766

６　営業外費用 12,003 33,462 ▲ 21,459

　　　支払利息 11,066 13,048 ▲ 1,982 　

　　　支払手数料 50 50 0

　　　雑損失 887 20,364 ▲ 19,477

７　経常利益 35,376 22,406 12,970

　　　特別利益 137 46 91

　　　特別損失 54 5,274 ▲ 5,220

８　税引前当期純利益 35,459 17,179 18,280

　　　法人税、住民税及び事業税 14,344 10,796 3,548

　　　法人税等調整額 ▲ 3,380 ▲ 3,940 560

９　当期純利益 24,495 10,323 14,172

※　端数調整により合計が一致しない場合がある。

４　損益計算書の内訳



（単位：千円）

科　　目 令和６年度決算 A 令和５年度決算 B 増　減 A-B 備考

Ⅰ　資産の部

　１　流動資産

　　　　現金預金 898,992 1,293,384 ▲ 394,392  

　　　　売掛金 155,835 147,393 8,442  

　　　　貯蔵品 51,122 43,000 8,122  

　　　　前払費用 10,819 10,217 602

　　　　未収入金 7,928 8,224 ▲ 296

　　　　その他 429 427 2  

　　　　流動資産合計 1,125,126 1,502,648 ▲ 377,522  

　２  固定資産  

　（１）有形固定資産  

　　　　　建物 489,777 515,991 ▲ 26,214  

　　　　　建物附属設備 58,207 58,356 ▲ 149  

　　　　　構築物 53,338 58,142 ▲ 4,804

　　　　　機械及び装置 164,682 1,535 163,147

　　　　　車両運搬具 1,175 1,763 ▲ 588

　　　　　工具器具備品 37,612 39,016 ▲ 1,404

　　　　　船舶 4,518 8,913 ▲ 4,395

　　　　　リース資産 305,368 235,953 69,415

　　　　　有形固定資産合計 1,114,677 919,674 195,003

　（２）無形固定資産  

　　　　　電話加入権 1,555 1,555 0  

　　　　　ソフトウェア 34,705 46,508 ▲ 11,803  

　　　　　ソフトウェア仮勘定 6,881 0 6,881  

　　　　　無形固定資産合計 43,141 48,063 ▲ 4,922

　（３）投資その他の資産

　　　　　出資金 20 20 0

　　　　　投資有価証券・保証金 217,729 117,012 100,717

　　　　　長期前払費用 20,695 23,163 ▲ 2,468

　　　　　繰延税金資産 11,225 7,845 3,380

　　　　　その他 ▲ 2,886 ▲ 1,515 ▲ 1,371

　　　　　投資その他の資産合計 246,783 146,525 100,258

　　　　固定資産合計 1,404,601 1,114,263 290,338

　　　　資産合計 2,529,727 2,616,911 ▲ 87,184  

Ⅱ　負債の部  

　１  流動負債  

　　　　１年以内返済予定長期借入金 38,000 38,000 0  

　　　　短期リース債務 49,633 43,837 5,796  

　　　　未払金 197,266 337,251 ▲ 139,985  

　　　　未払費用 506 558 ▲ 52  

　　　　未払法人税等 15,280 8,155 7,125  

　　　　未払消費税 1,861 33,387 ▲ 31,526

　　　　預り金等 2,028 5,487 ▲ 3,459

　　　　前受収益 145,580 133,730 11,850

　　　　賞与引当金 8,530 7,872 658

　　　　その他 1,023 1,520 ▲ 497

　　　　流動負債合計 459,706 609,801 ▲ 150,095  

　２  固定負債  

　　　　長期借入金 76,000 114,000 ▲ 38,000  

　　　　リース債務 288,892 227,000 61,892

　　　　預り敷金 5,602 5,601 1

　　　　預り保証金 106,355 102,054 4,301

　　　　退職給付引当金 62,747 53,812 8,935

　　　　資産除去債務 81,302 80,013 1,289

　　　　固定負債合計 620,899 582,483 38,416  

　　　負債合計 1,080,605 1,192,284 ▲ 111,679  

Ⅲ　正味財産の部  

　１  株主資本  

　　　　資本金 1,000,000 1,000,000 0  

　　　　株主資本合計 1,000,000 1,000,000 0  

　２  利益剰余金 0  

　　　　その他利益剰余金 449,122 424,627 24,495  

　　　　利益剰余金合計 449,122 424,627 24,495  

　　　純資産合計 1,449,122 1,424,627 24,495  

　負債・純資産合計 2,529,727 2,616,911 ▲ 87,184  

※　端数調整により合計が一致しない場合がある。  

５　貸借対照表の内訳


